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　政府は 月 日に、地方自治法の一部を改正する法律案を国会に提出しました。3 3
　今改正により、 地方議会の役割及び議員の職務等の明確化等、 会計年度任用職員に対する勤勉手① ②
当の支給、 公金事務の私人への委託に関する制度の見直しがはかられることになります。③
 
　会計年度任用職員に対する勤勉手当支給については、地方自治法第 条の 第 項の改正により、パー203 2 4
トタイム会計年度任用職員に支給できる手当に勤勉手当を追加する形で規定されました。この規定に関する
施行期日は 年 月 日となっています。2024 4 1
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